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　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　子育て支援は、母子保健領域に限らず、子どもや家庭を対象とした領域の中心的活動であり、その主たる

目的は虐待防止であることは否定できない。子育て支援が基本的目的である母子保健領域の活動の実効性の

向上対策を検討することを目的に、育児支援家庭訪問事業を実施している地域等を対象に、子育て上の問題

解決の実態に関する質問紙調査（408市町村対象）と京都市等の保健所における現地調査を行った。各地で

実施されている、訪問事業では新生児訪問指導事業が最も多く実施され、特に都市部に多く実施されている。

訪問事業に関する事後措置としては継続的訪問等による対応が行われており、さらに、保健部門の参加によ

るカンファレンスの実施を行う地域が多い。しかし、スーパーバイザーの配置は少ない。子育て上の問題解

決が困難と指摘された事例では多岐に及ぶが、子どもに原因がある事例よりも母親または家族に原因がある

事例のほうが多いことが各地域より提示された。現地調査によっては、問題解決には、特に、早期からの対

応の必要性が示唆された。このように、子育て上の問題が多様化している中、ハイリスク事例は言うに及ば

ず、広く子育て全般にわたる迅速かっ的確な支援体制の確立が必要であろう。
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1．研究目的

　「家庭の養育力3に着目した子育て支援対策の確立は、

母子保健分野のみならず、子ども家庭に関わる分野にお

ける重要な実践活動であるだけでなく、それらの分野の

連携の重要さも強調されている。今日実施されている子

育て支援の主体は、虐待対策に重点をおいたものとなっ

ていることは否定できない。このために、子育て支援を

基本的目的とした活動である母子保健の本来の姿が稀薄

なものとなっていることも指摘されている。不適切な養

育・虐待によって子どもの心身の健康が損なわれること

は多いことも踏まえ、この虐待防止の観点に立った子育

て支援の必要性を十分に認めた上で、さらに母子保健の

基本的機能を主目的において、子育て支援の実効性を向

上させるために必要な保健領域の役割、位置付けを再認

識する必要もあろう。

　この見地から、昨年度の本研究においては、子育て支

援事業として実践されている「育児支援家庭訪闘事業」

の実施状況、民生委員・児童委員及び児童館における母

子保健領域との連携の実態を調査した。その結果、これ

らの連携は、地域における子育て上の問題の解決に向け

て実践されているにもかかわらず、子育て支援上の問題

の改善が十分ではないという地域が認められた。本年度

は、子育て上の問題解決が困難な事例の実態とその対応

策の実施状況を明らかにして、今後、子育て上の問題解

決にいかなる対応が、母子保健分野において必要かを検

討することを目的とした。

E．研究方法

・①全国規模の調査（質問紙調査）：平成17年度から「育

児支援家庭訪問事業」を実施している408市町村を対象

に質問紙調査を実施した。調査内容及び項目は、各種の

子育て支援事業として実施されている訪問による支援事

業の実施状況・その事業の事後措置としての対応の方法、

であり、さらに各市町村で経験されている子育て上の問

題解決が困難な事例3例を記載してもらった。

②現地における調査：京都市、京都府宇治市、東京都世

田谷区、横浜市中区の保健所管内における問題解決困難

に関する実態を調査した。各地域における子育て支援上

の問題解決困難事例の特性・事例に対する対応、等につ

いて調査をした。

皿．研究結果

1．『訪問指導等による子育て支援」についての質問紙調査

（1）対象市町村の内訳

　調査票を送付した市町村数は408か所で、そのうち、

回答は284市町村より得られた。（回収率70％）である。

これらの市町村を、大都市（政令指定都市・中核市・特

例市・特別区）：48か所、その他の市1154か所および町

村二81か所に区分して、集計し分析を行った。

（2）訪問事業の実施状況

　各地域における各種訪問訪事業の実施状況を表1に示

した。概して、訪問事業は、大都市に実施率が高く、新

生児訪問指導事業が最も多くの市町村で実施されている。

次いで、育児支援家庭訪問事業の実施が多い。また、生

後4か月までの全戸訪問事業（以下、こんにちは赤ちゃん

事業という）またはそれに類する事業として行われてい

るものは全体で6割の地域で実施されており、その地域

別の実施状況は町村において高い実施率であった。

（3）rこんにちは赤ちゃん事業」の事後措置

　表2に「こんにちは赤ちゃん事業」の事後措置の実態に

ついて示した。事後措置としては、いろいろの内容があ

るが、全体としてはハイリスク事例を対象として行われ、

その他としては、本事業の事後措置的意味付けの「育児支

援家庭訪問事業」の対象にしている地域は5割である。ま

た、虐待にっながる事例に対する措置も要保護児童協議

会の対象と含め、4割の地域が実施していた。

　具体的な方法としては、訪問が多く実施されていた。

地域別にみると、事後措置の実施は大都市、その他の市

ではハイリスク事例に対してはよく訪問されている。

（4）rこんにちは赤ちゃん事業」におけるカンファレンス

　表3には、「こんにちは赤ちゃん事業」におけるカンフ

ァレンスの実施状況にっいて示した。実施していない地

域は2割に過ぎず、他の地域は何らかの形で実施してい

た。地域別にみるとカンファレンスの実施は都市部に多

い。

　このカンファレンスにおける保健部門職員の参加して

いる地域は125か所で、特に大都市に多く、次いで町村

が多い（表4）。

（5）新生児訪問指導事業における事後措置及びカンフ

　　ァレンスについて

　前述のように、新生児訪問指導事業は約87％の市町村

が実施していた（表1）。

　平成18年度の実施件数を表5－1に示した。大都市では

4割弱が1000件以上であるのに対して、町村では7割弱

が玉00件未満であった。

　ヂ訪問担当者による繰り返し訪問事例」に件数の記入

があったのは186、r医療機関に依頼事例」は同じく35、

「療育機関に依頼事例」は12、「乳児健診時再度確認事

例」はH8、rその他の事後例」に記入があったのは40

市町村であった。それぞれの詳細を表5－2から5－6に示

した。

　すぐに医療機関や療育機関に紹介する事例を件数とし
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てあげるところは全体として少数で、繰り返し訪問して

対応する件数をあげるところはかなりある一方、乳児健

診時に再度確認する件数をあげるところも多いことがわ

かった。

　また、その他の事例の欄に記載されたのは、育児支援

家庭訪問事業にっなぐ方法、助産師等による継続訪問、

子ども家庭センターにてフォロー、電話によるフォロー、

児童相談所等の他機関紹介、乳児健診等の他の母子保健

サービスにっなぐ方法などであった。

　表6に新生児訪問事業におけるカンファンスの実施状

況を示した。訪問事例全例について実施している地域は

10％に達しておらず、6割がハイリスク事例についてカ

ンファレンスを行なっていた。

2．現地調査

（1）現地調査の実施に向けて

　今回の研究において、東京都世田谷区、横浜市中区、

京都市中京区、京都府宇治市において、間題解決が困難

な事例に対する対応について調査を行った。聴き取り調

査によって、その地域の実態に応じた具体的な対応を把

握でき、よりきめ細かな検討ができるものと思われる。

各地における基本的な調査項目は、各地域で目立つ問題

解決事例の傾向、地域における対応、具体的な事例とそ

れに対する対応、等である。なお、本報告においては、

事例が特定できないように配慮することで各地の了解を

得ている。

　（6）各訪問事業に関するスーパーバイザー配置

　各地域で実施されている訪問事業について、スーパー

バイザーの配置状況について調査した。スーパーバイザ

ーを配置していない地域のほうが多く、配置していない

地域が9割を占めた（表7）。多くの地域においては、保

健師が訪問している場合には、保健部門の上司（保健師が

多い）のチェックがある。表面上は保健師としての専門職

のチェックではないが、一つのスーパーバイザーとして

の機能を発揮しているという記述も見られた。

（7）各市町村が記載した問題解決における困難事例

　各市町村に対して、自由記載の形式で、それぞれの地

域で把握されている事例または本調査の回答者の経験し

た問題解決において困難さを感じている事例をそれぞれ

3例あて記載してもらった（表8）。

　これらの記載事例をまとめると、概して、子どもの問

題による困難事例に比して母親・家族に問題がある事例

が目立っといえる。その内訳を以下に示した。

　親・家族の要因としては、父母の精神保健面の問題で、

精神疾患・産後うっを含む精神保健上の問題・知的障害・

等が155件、育児不安・低い育児能力等が100件、母子

家庭・未婚の母・家族関係の不和・外国人・家庭の経済

上の問題等が77件、虐待またその危険性のあるものが

70件、若年父母が59件、夫によるDVが30件、父母の

身体の疾病（19件）、等が挙げられる。

　さらに、母の中には、自分の自身の健診を全く

受診していないものも決して少なくないことも目

立っ。これらの事例については、保健部門が最初に

把握したとは限らないが、最終的には保健部門の関

与が必要となっていることがわかる。

　一方、子どもに問題困難性の要因があると思われる事

例としては、発達障害が35件、低出生体重児・未熟児が

31件、先天異常等の子どもの疾病が31件、多胎が13件、

身体面の発育障害が13件となっており、上記の母親に比

して少ないといえる。

（2）調査結果

　1）各地域で目立つ事例の特徴

　これらの地域における子育て上の問題の解決に困難な

事例の特徴としては共通の要因を持つ事例が多いことか

ら、以下のようにまとめることができる。

　まず、親の特徴としては、母親自身に被虐待経験のあ

る事例、親の病弱・慢性疾患、精神疾患、家族の間題（一

人親・内縁関係・父親が不在がち・DV・家族の不仲、

等）、親の性格（神経質・潔癖癖、等）、望まない妊娠・

出産、子どもが嫌い、があげられる。一方、子どもの要

因としては、先天異常・慢性疾患、発達障害、子どもの

性格（怒りっぽい・乱暴・かんしゃく、等）、未熟児、多

胎児、夜泣き等、不登校・非行、生活リズムの乱れ、が

多い。また、養育上の問題としては、育児支援の稀薄・

欠如、家族に要介護者の存在、親の孤立、家族の生活リ

ズムの乱れ、等が指摘されている。

　2）各地域における対応の実態

　対応については、2地域の事態を紹介する。

　A地域においては、問題事例に関するカンファレンス

は、少なくとも月に1回は開催している。開催に関する

理由は、ケースについて職員・関係者が認識しておくこ

と、ケースに関する対応方針の決定とその確認のため、

であった。参加職種は、当然保健師であるが、必要に応

じて、各地域を担当・所轄する福祉部門の職員も参加を

要請した。ある地域では、必ず福祉職員（主としてケー

スワーカー）の参加を求めていた。スーパーバイザーは、

保健師・精神保健福祉士が担っていた。

　B地域においては、他機関との連携が必要なときには、

カンファレンズを必ず開いていた。対象についての情報

の共有化、必要な役割分担、支援方針の統一化、等を図

ることを目的として開催していた。参加する人材・職種・

機関は、ケース毎に変えるが、主な参加は、医療機関・

保育所・学校や教育機関・児童相談所等の福祉機関・地

域の子どもの家庭福祉の入材、等であった。他機関との

連携の多くは、虐待事例であった。育児不安については、

保健師の対応でほぼ解決できると回答していた。スーパ
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一バイザーとしては、心理士・児童精神科医に依頼して

いた。

　両地域は、大都市の保健所であることから、連携に関

する人材はかなり整備されており、スーパーバイザーに

も恵まれている。

　3）各地域の保健師の経験した事例とそれに関する考察

　各地域の保健師が経験した育児上の問題解決が困難な

事例を紹介してもらい、その主なる内容を提示し、事例

を通じて、問題解決に関する考察をする。

［事例11母親自身が幼児期にネグレクト（遺棄）を受

けたひとり親で、若年出産をした。子どもの発育・発達

状態及び健康状態はおおむね良好であるが、母親は子育

ての重要性を認識しておらず、この事例については、虐

待の連鎖を防ぐことを支援の基本方針とした。この家族

には、定まった居住環境はなく、母子支援施設への入所

を勧奨した。母親に対しては、母子健康手帳交付時から

対応し、妊娠中から支援が実施され、保健師が妊婦健診

に付き添ったり、助産制度の申請を勧め、さらに出産施

設も紹介に務めた。

　出生児については新生児期から定期的に訪問し、身体

計測・母乳育児の支援を実施した。さらに、児童扶養手

当の支給・生活保護制度の紹介等も行い、今後の虐待防

止の視点で所管の児童相談所に紹介した。また、母親の

就労を支えるために、保育所への優先入所の交渉もした。

　生後4か月までは、保健師による継続的な支援を行な

ったが、その後、母親にある程度の育児能力が認められ

たので、電話による確認をして追跡することにした。本

事例に関する連携体制としては、女性相談員、妊婦健診

受診病院のケースワーカー、児童相談所職員、保育所職

員、生活保護ケースワーカー、区の地区担当の民生委員・

ワーカー等の多くの人材が係わった。

［事例2］子どもは軽度発達障害と診断されたが、母親

はそれを認めたくない様子である。1歳6か月児健診時

に言語理解・表出言語発達の遅れが指摘され、さらに指

差しができないために経過観察となった。3歳児健診に

おいても、単語のみの発達状態であり、アイコンタクト

はなく、多動が認められた。母親は高学歴であるが、体

調の不良を訴えながらも医療機関を受診していない。こ

の母親では、子どもの養育は不可能に近く、家事もこな

せない状態であることから、子どもは拙劣な養育に伴う

発達の遅れも懸念されると判断された。その後は、子ど

もを対象とした心理相談、遊びの教室等への参加を勧め

たりしながら経過を見た。その後、医療機関の受診や緊

急時の電話相談もできるようになった。また、日常的に

子どもと親とが一緒に過ごせる場所を紹介し、保育所の

一時保育などにも参加している。子どもの発達状態につ

いては、保育士に経過観察を依頼して、それに応じた生

活指導も行なっている。

［事例3］新生児訪問指導のときに、育児不安の強い事

例として把握された。訪問担当者から相談先として地区

担当の保健師が紹介され、時を得た訪問ができた。また、

夫の協力もあり、母親の休息の確保ができるなどの支援

体制が早い時期に確立できた事例である。その結果、問

題の長期化、複雑化を回避できた事例である。

［事例4】母親は統合失調症に罹患しており、妊婦健診

のときに、産科医の指示により地区担当の保健師との連

絡が取れた。しかし、その夫もアルコール依存症である

ために、直接母親と妊娠中の保健指導を目的に接触を図

った。さらに、産後の問題に対処するために、分娩予定

医療機関・母親の実家・児童相談所と連携を確立し、産

後は連目保健師が訪問して支援を続けた。子どもの養育

上の問題があり、危険な事態の発生状況もあったが、次

第に子育てが可能になってきた。子どもは保育所に入所

し、特に目立ったに異常がなく育っている。今後の母親

の病状に対処できるように、継続的支援を実行中である。

　以上、各地の事例を通じて，早期の支援体制の確立が、

問題の解決の困難性を回避することに重要であることを

示している。また、これらの事例には、多くの関係機関

や人材の連携が確立されていることがわかる。問題解決

には、連携の重要さを裏付ける事例である。この場合に、

最初に事例に接した担当者の能力が大きな意味を持っこ

とが認識できる。なお、これらの地域には関係機関の整

備があることも見逃せない。

w。考察

　子育て支援に関する母子保健としての実効性を高める

役割や位置付けを検討することを目的として、この研究

を実施した。この研究は、質問紙による調査と現地調査

によって行なった。この際、質問紙調査においては各地

域で見られた問題解決困難事例を記載してもらった。こ

の結果は、非常に興味深いものであるといえる。

　各地では、母子保健事業にかかわらずいろいろな訪問

事業が実施されていることが判明した。その実施されて

いる訪問事業にっいては、地域によって差異が認められ

る。概して都市部においては、訪問事業の実施率が高い

が町村では実施率が余り高くない。また、訪問事業にお

ける事後措置としての訪問やカンファレンスは都市に多

く行なわれている。このような都市部には事後措置の実

施率が高い理由としては、都市部では闘題を持つ事例が

多いことにも由来していよう。一方、町村部では対象の

数が少ないことによって、問題の把握や事例の把握が容

易であることも予測できるが、保健師等の職員数が少な

いという機構面の問題もその背景にあることも否定でき

ない。いずれにしても、問題事例の把握とその対応にお

いては、保健師をはじめとする保健部門は欠かせない存

在であることがわかる。この実態は、ハイリスク事例を

保健部門が先に把握していなかった場合でも、最終的に

は保健部門の関与がなければ、問題の解決に至らないこ

とも示唆している。この観点からも、子育て支援には、
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広い母子保健領域の関与の重要さを認識することができ

るのではなかろうか。換言すれば、子育て支援は、母子

保健の本来の役割であることを保健部門、特に保健師が

自ら認識すべきであろう。カンファレンスも、多くの地

域で実施されているが、その場合に保健部門の参加して

いる地域が多い。保健部門以外で把握された子育て上の

問題解決の困難事例に対しても、保健師を中心とした保

健部門の対応が不可欠な条件であることが示唆できる。

市町村合併によって、行政地域の広域化が進む一方で、

保健師等の人的条件がそれ相当に充実されなくなったこ

との実態を把握しておく必要性を指摘しておく。

　今回の質問紙調査においては、各地域に見られた問題

解決の困難な事例をあげてもらった。そこに示された事

例をみることによって、実に問題の多様性と複雑さを表

現されていることがわかる。そして、問題の発生の根本

的要因としては、少子化、核家族化があり、加えて、親

としての育ちの未熟性をみることは否定できないのでは

なかろうか。今β、実施されている子育て支援は、虐待

対策に視点が置かれていることは否定できない。勿論、

虐待は、子どもの心身に健康阻害をもたらすので、その

意味で言えば、母子保健上も重要な課題には違いないの

で、その観点での子育て支援対策を否定するものではな

い。

　一方、母子保健の本来の目的は子育て支援であること

を踏まえると、妊娠初期から、出生時・新生児期・乳児

期早期における母子の実態把握に基づく対応が可能であ

り、また母子保健・医療の両面に視点を置いた支援体制

確立ができることを再確認することも必要であろう。妊

娠早期からのハイリスク家庭の発見は、保健医療領域に

しかできないことであるから、いろいろの問題困難な事

例の発生予防には、母子保健・医療分野の早期の対応が

可能である。特に、母子健康手帳交付時が、把握可能な

時期としては対応に関する一つの早い時期である。この

観点でいえば、虐待対策を軽視することなく、本来の保

健に基づく子育てそのものの精神的・知識的さらに技術

的な支援、子どもの発育・発達の保障と健康増進という

保健活動の基本点に立った子育て支援上の位置付けが必

要であることを再確認できるのではなかろうか。この活

動の充実は、そのまま虐待防止対策の向上につながるこ

とであることも再認識したいものである。

　子育て支援体制という観点でみると、都市部、特に大

都市においては、いろいろな職種の人材の確保が可能で

あり、また心理関係をはじめとする専門性の高い人材の

確保が可能である。しかし、一方、町村部、特に地方の

町村においては、専門性の高い人材が得られることが容

易でないことも想像できる。そのために、支援の幅が狭

くなり、さらに支援の内容が限定化、固定化され易い。

その弊害を少なくするためには、周辺地域の協力に基づ

く共同事業として、支援体制の確立を図ることも考える

必要があろう。また、市町村で人材確保が困難な場合、

京都府福知山市のように、医療機関が専門職を雇用し、

その人材を同市の保健部門が活用できるように協力体制

をつくることも一つ方策として、評価できるのではなか

ろうかと思われる。市町村合併によって、行政規模が拡

充された結果として、人的条件の変化が支援体制の変容

をもたらすことも期待できる。しかし、先にも述べたよ

うに、合併によって保健師の配置が変更された地域が多

く、合併以前の保健師の母子保健に関する機能が、逆に

楼小化されていることが多いことも指摘され、問題解決

の困難さに拍車をかけていることもあるのではなかろう

か。

　カンファレンスは、問題解決に重要な機能を果たすも

のといえる。換言すれば、カンファレンスには、他職種

との間での統一した認識を確立させることにも大きな意

義がある。現地調査において指摘されたように、対象に

関する情報の共有、支援方針の統一、等を図るためには、

他職種を含むカンファレンスの実施は母子保健活動にお

いては必須の条件となることはいうまでもない。今回の

調査では、カンファレンスについては、大都市において

実施の割合が高い結果である。これには、都市部では人

的条件が恵まれていることだけでなく、そこには問題解

決の困難性の強い事例が多いこともあって、各機関間・

各職種間の機能をしっかりと決め、子育て支援に関する

基本的・統一的方針を決めておかないと、問題解決が不

可能になることも多いことを示唆している。カンファレ

ンスの実施にあたって、スーパーバイザーの役割は大き

いものといえるが、その配置は多くないことが判明した。

しかし、現地調査を行った地域では、スーパーバイザー

として専門職種を適切に配置している。今目の育児上の

問題からみて、児童精神科医をはじめとする精神保健領

域の人材、心理職等が配置されているので、これらの地

域の子育て支援のカの入れ方に注目できる。しかし、配

置の意識があっても、これらの職種が本来から少ない地

域においては、都道府県またはその町村を所管する保健

所の適切な対応が期待される。

　問題解決事例では初期に母子保健領域が把握していな

いことも多い。ハイリスク事例については、母子保健領

域では妊娠早期に把握できるも多いことから、必然的に

保健領域での対応に関するアセスメントが不可欠となる。

今回の調査において提示されたように、問題解決困難事

例では、問題が複雑になっているだけでなく、家族の問

題や母親の精神保健的問題など、子どもへの関わりだけ

でなく、家族や母親ともどもに対応されなければならな

いという母子保健的機能の必要性が強くなっていること

も事実である。このような事態がさらに多くなれば、今

後益々、保健的機能による問題解決が多くなろう。

　事例の把握における第一次的対応の良否が、対象に関

する問題における解決の良否につながることが事例を通

じて認識でき、母子保健としての機能のさらなる充実を

図ることが期待される。例えば、母子健康手帳の交付時
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における妊婦との接触を強化すること、妊婦健診時、新

生児訪問指導時，乳幼児期の各種の健康診査時における

ハイリスク事例の早期発見によって、母子保健による子

育て支援が可能となろう。このように母子保健活動とし

ての早期からの機能が発揮されれば、ハイリスク事例に

限らず広く子育て支援の実効性を高める実践活動につな

がるものと思われる。ハイリスク事例においては、家族

の存在とその機能の発揮状況が支援体制における重要な

影響因子となるものと考えられ、市町村の公的支援体制

の機能に期待するところは大きいものの、その他に公的

外の支援体制も大きな意義を持っものといえる。すなわ

ち、子育て仲間間の民問の相互扶助的または私的な支援

者（例えば、育児グループ）等の機能も必要になろう。少

子化が進むと、子育て人口の楼小化が顕著になる。その

ことによっても、子育て上の問題の困難さを助長すると

も想像できる。その観点に基づく子育て支援の方向性の

検討も必要となろう。

　子育てに関する問題解決の困難事例においては、福祉

領域で事例を把握している場合も決して少なくはなかろ

う（保健領域が必ずしも早期に、最初に把握しないこと

もある）。特に、福祉部門が、こんにちは赤ちゃん事業の

実施主体部門である場合も多いことが、昨年度の本研究

においてわかっている1）。そのような事例においても、

多くの場合には保健部門、特に保健師が関わっているこ

とが多い。この点からみても、問題解決に当たっては、

保健部門、特に、保健師の持つ機能の活用が不可欠であ

る。このように、母子保健領域以外の部門においても母

子保健との連携に配慮することが必要であるが、昨年度

の研究結果に見られたように、現時点ではまだ不十分で

あるように思われる。そのような体制が、公私を問わず

確立できれば、母子保健のもつ機能に基づく子育て支援

の実効性が、より一層、向上ができるものと思われる。

のみ可能な方策であり、その充実を図る必要性が強調で

きる。
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V。，結論

　母子保健の機能による子育て支援の実効性の向上に向

けて、いかなる対応ができるかを検討することを目的に

本研究を行った。

　子育て上の問題の多様性と複雑化している今日、ハイ

リスク事例は言うに及ばず、広く子育て全般に対する迅

速かっ的確な支援体制の確立が必要であることを再確認

した。今βの問題解決の困難な事例に関しては、多領域

との連携の必要性は否定できないが、その多くの事例に

対しては、母子保健医療領域、特に、保健師の関与をは

じめとする専門職の配置が不可欠であろう。

　母子保健医療領域の子育て支援においては、特に、強

力な支援を必要とする事例が多い。その事例に対しては、

母子健康手帳交付時という妊娠の早期からの可能であり、

出生後に至る広範囲にわたる母子一貫性のある継続支援

が可能である。この場合は、母子保健医療体制において
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